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要  旨 

 

本稿は、2021 年 1 月に独自実施したアンケート調査の仮想的質問とその回答データを

使用して、支払意思額の観点から、日本の高齢者の新型コロナウイルス感染症ワクチン

の接種意向を把握するとともに、その特徴を明らかにする。本稿の分析結果から以下の

発見が得られた。まず、高齢回答者の支払意思額は、「感染状況」と「接種の進捗状況」

に依存して変化することが分かった。一方で、多くの高齢回答者は、ワクチンが無料で

提供される場合には接種する意向を持っていることも分かった。いずれの状況でも、

71.1%～80.9%が無料提供されるワクチンを接種すると回答した。また、強い接種意向を

持つ高齢回答者は、普段から感染予防を心掛けているが、他者や社会との接触機会は多

く、外出ニーズの高い人であることも分かった。ワクチンの客観的説明に加えて、接種

の利己的な便益や利他的な便益を強調するメッセージを提供したときに、高齢回答者の

接種意向がより強まることを支持する結果は観察されなかった。本稿では、以上の結果

と行動経済学の先行研究に基づき、ワクチンの自発的な接種行動を促進するための計画

の策定に向けた政策的含意を導出し、議論する。 
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1. はじめに 
 本稿の目的は、新型コロナウイルス感染症のワクチンに対する人々の支払意思額とその
特徴を分析し、ワクチンの自発的な接種行動を促すための計画の策定に貢献するところに
ある。支払意思額とは、人々がワクチンに対して支払って良いと考える上限の金額を指し、
接種意向の強さを客観的に示すものである 1。日本では、医療従事者を対象にワクチン接種
が始まり、その次に 65 歳以上の高齢者に対する接種が開始される予定である。このことを
踏まえて、本稿では特に 65歳～74 歳の高齢者の支払意思額に注目する。 
 具体的には、第 2 節で紹介する内容の調査を独自に実施し、その調査データを使用して、
大きく四つの問いを検証する。一つ目の問いは、ワクチンに対する日本の高齢回答者の支払
意思額や接種意向はどの程度の水準なのか、というものである。既に接種する意向を固めて
いる人が多数派であれば、人々の意向を阻害せずに、円滑に接種までつなげるための施策が
重要となる。一方で、接種する意向をまだ持っていない人が多数派であれば、少しでも多く
の人が接種する意向を自発的に持てるようになるための施策が重要となる。 
海外では 2020 年から、新型コロナウイルス感染症のワクチンに対する支払意思額や接種

意向を把握するための研究が実施されてきた（García & Cerda, 2020; Harapan et al., 2020; 
Sallam, 2021; Wong et al., 2020）。全体として、ワクチンを接種する意向を持っている人の
割合が 70%を超える国の方が多く、特に、中国・インドネシア・マレーシア・エクアドルの
割合は 90%を超えている。一方で、米国・フランス・イタリア・ロシア・ポーランドの割合
は 50%台であり、国によって異なることが分かる。 
 二つ目の問いは、日本の高齢回答者の支払意思額や接種意向が「感染状況」「接種の進捗
状況」に依存して変化するのか、というものである。日本の一般向け接種は、２回目の緊急
事態宣言によって新規感染者数が一定程度落ち着いた時期に開始される。また、早期に接種
対象となる高齢者は、大部分の人々がまだ接種していない状況において接種に関する意思
決定をすることになる。以上より、二つ目の問いに答えることは政策的に重要である。 
先述の通り、多くの国では、接種意向の強い人が多数派であることが報告されているが、

一方で、その意向の強さが時間を通じて変化する可能性も指摘されている（Daly & Robinson, 
2020; Lin et al., 2021）。日本でも 2009 年の新型インフルエンザの感染流行時においては、
流行後すぐ新型インフルエンザの発生数の減少が生じたため、開発された国内産ワクチン
の接種率が上昇せず、ワクチンの在庫が生じる事態となったと報告されており（厚生労働省
新型インフルエンザ対策推進本部，2010）、日本人の接種意向や行動も感染状況に依存する
可能性が示唆されている。また、その意向や行動が接種の進捗状況にも依存する可能性が、
複数の研究により提示されている。ワクチン接種が接種の進捗状況に依存するメカニズム
には二通りある。一つは、他者の接種行動がワクチンへの信頼性を高めるというメカニズム
である（Rao et al., 2007; Sato & Takasaki, 2019）。接種の開始直後の段階では、ワクチンに
                                                   
1 支払意思額は所得にも依存するので、本稿の分析では所得水準の影響を制御しながら、接種意向の強さ
を検証している。 
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対する信頼度が低いために人々の接種意向が低く、接種が進んだ段階で高くなる可能性が
ある。もう一つは、他者の接種行動に人々が「ただ乗り」するというメカニズムである（Ibuka 
et al., 2014）。このメカニズムでは、人々の接種意向は接種の開始直後の段階では「ただ乗
り」できないので高く、接種が進んだ段階で低くなるという、第一のメカニズムと逆の関係
をもたらす。 
 三つ目の問いは、どのような特徴の高齢者が強い接種意向を持っているのか、というもの
である。高齢者の接種意向に属性・行動・認識の観点からどのような異質性があるのかを明
らかにすることは、初期段階の接種率を引き上げるための広報計画の策定に資する可能性
がある。 
四つ目の問いは、ワクチンに関する客観的説明に加えて、ワクチン接種の利己的な便益や

利他的な便益をシンプルな表現で強調するメッセージを追記することで、高齢者の接種意
向を高めることができるのか、というものである。ワクチン接種の広報の前に、どのような
メッセージに接種意向を高める効果があるのかを明らかにし、その結果を活用することで、
実際の広報計画の策定に資する可能性がある。 
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2. 調査デザイン 
2.1. 概要 
我々は、2021 年 1 月 18 日～22 日までの 5 日間に、マイボイスコム株式会社に委託して

オンライン・サーベイ実験を行った。マイボイスコムは、インターネット調査を主要業務と
する会社である。日本全国に居住する 100 万人以上の個人が回答モニターとしてこの会社
に登録している。 
サーベイ実験の中で、我々は同一回答者に複数の条件を割り当てる Within-subject デザ

インを使用して、異なる条件下における新型コロナウイルス感染症ワクチンに対する支払
意思額を測定する。また、複数の条件の内いずれか一つを無作為に割り当てる Between-
subject デザインを使用して、追加メッセージの提供がそれらの支払意思額に与える影響を
検証する。合計で統制群を含め 3群を設けて、二種類の追加メッセージの効果を測定する。 
調査対象は、日本に居住する 60 歳～74 歳までの男女と 25 歳～39歳の男女とした。統制群
で 6,000 件、各追加メッセージ群で 3,000 件ずつ、合計 12,000 件の回答標本を回収した。
性別・年齢（上記の範囲）・地域（北海道・東北・南関東・北関東／甲信・北陸・東海・近
畿・中国・四国・九州）の観点において、群毎に回答標本の分布が住民基本台帳の人口分布
と一致するように割付を行い、回答データを回収した。全体の回収率や上記の属性別の回収
率が、群間で異ならないことを確認している。 
日本のワクチン接種計画では、まず医療従事者を対象に接種が始まり、65 歳以上の個人

への接種がそれに続く。本稿では、特に 65 歳～74 歳の高齢者に着目して、25歳～34 歳の
若年層と比較しながら分析結果を報告する。 
インターネット調査という手法には、モニター参加者にサンプリング・バイアスがあり

（本多，2006）、特に高齢回答者ではそのバイアスが大きいという懸念がある。総務省「通
信利用動向調査」（2019）によると、近年、高齢層のインターネット利用率は大きく上昇し
ており、60 代の利用率は 90.5%に、70 代で 74.2%に達している。それでもやはり、インタ
ーネット調査の回答モニターとして登録している高齢者は、高水準の認知及び身体機能を
維持している可能性がある。このようなインターネット調査のサンプリング・バイアスは、
支払意思額の特徴に基づいて、ワクチンの自発的な接種行動の促進する（または阻害しない）
計画の立案に貢献するという本稿の目的にとって大きな問題にならないと考えている。イ
ンターネット調査の回答者に含まれやすい認知及び身体機能が高めの高齢層は、本人の接
種意向が実際の接種行動に関与する部分がより大きくなると予想されるからである。逆に、
それらの機能が低下している高齢層の接種行動は、家族の意向や施設の方針等本人以外の
要素によって大きく左右される可能性がある（Kan & Zhang, 2018）2。 

                                                   
2 インターネット調査に協力する高齢回答者が、認知及び身体機能が高めの高齢者の中でもよりワクチン
接種に積極的である可能性もある。そこで本稿では、主観的なワクチンの副反応発現確率を高く評価し、
ワクチン接種に積極的でないと想定される高齢回答者に限定した場合も含めて、サンプリング・バイアス
の可能性を配慮しながら分析し結果を解釈する。 
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2.2. 詳細 
我々はWithin-subject デザインを使って、①ワクチンの効果・②感染状況・③接種の進捗

状況という 3 つの観点において様々な条件を設定して、それぞれの条件下での新型コロナ
ウイルス感染症ワクチンに対する支払意思額を測定する。詳細には、①ワクチンが発症予防
効果のみを持つのか、それに加えて感染予防効果も期待できるのか、②新規感染者数が減少
している小康期なのか、大幅に増加している感染拡大期なのか、③接種開始直後の初期段階
なのか、接種が進んだ中期段階なのか、で違いを設けた。 
 

 
図 1 Within-subjectデザイン 

 
 図 1 のように、最初に、②感染状況と③接種の進捗状況について条件は付けないで、発症
予防効果を持つワクチンに対する支払意思額を測定するための質問を提示した。続いて、②
及び③について条件付けた質問をランダムに提示した。発症予防効果に関する質問の後は、
感染予防効果も期待できるワクチンに対する支払意思額を測定するための質問を提示した。
続いて、同様に②及び③について条件付けた質問をランダムに提示した。 
 図 2 に、発症予防効果を持つワクチン質問の共通画面と、感染予防効果も期待できるワ
クチン質問の共通画面を示した。どちらの画面も、「新型コロナウイルス感染症のワクチン

質問１ 発症予防効果（ベースライン）

質問２ 発症予防効果＋小康期＋進捗初期

質問３ 発症予防効果＋小康期＋進捗中期

質問４ 発症予防効果＋感染拡大期＋進捗初期

質問５ 発症予防効果＋感染拡大期＋進捗中期

質問６ 感染予防効果（ベースライン）

質問７ 感染予防効果＋小康期＋進捗初期

質問８ 感染予防効果＋小康期＋進捗中期

質問９ 感染予防効果＋感染拡大期＋進捗初期

質問10 感染予防効果＋感染拡大期＋進捗中期

順
番
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が開発され、日本での接種が始まり、接種のためのクーポン券があなたの手元に届いた状況
を想像して、あなただったらどうしたいかを考えてください」という導入文で始まる。発症
予防効果については、「あなた自身が新型コロナに感染した場合に発症する可能性を下げる
効果があります」という説明を提示した。感染予防効果については、「感染する可能性を下
げる効果も期待されています」という説明を提示した。どちらの画面でもワクチンの副反応
については、「現時点で、重篤な副反応の報告はありません」と説明という説明を提示した。 
 

＜上図：発症予防効果＞ 

 

＜下図：感染予防効果＞ 

 
図 2 ワクチン質問の共通画面 

 
 ②感染状況・③接種の進捗状況について条件付けた質問では、前者②は、「新規感染者数
は減少傾向にあり、低水準で推移しています」「新規感染者数は増加傾向にあり、高水準で
推移しています」のいずれかの説明が追記され、後者③は、「日本に住むあなたと同年代の
10 人中 1 人が、すでにこのワクチンを接種しています」「日本に住むあなたと同年代の 10
人中 5 人が、すでにこのワクチンを接種しています」のいずれかの説明が追記された。 
 質問１～質問１０のそれぞれにおいて、回答者はまず接種費用が無料のときの接種意向
を質問される。具体的には、「あなたは費用を自己負担することなく、このワクチンを接種
できるとします。このとき、あなたは接種場所を訪問して、ワクチンを接種しますか？それ
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とも、接種しないですか？」と質問される。続いて、無料の場合に接種すると回答した人は、
図 3の支払いフレームのMultiple Price List形式（Anderson et al., 2006, 2007）の質問に進
み、無料でも接種しないと回答した人は、図 3の受取りフレームの Multiple Price List 形式
の質問に進む。我々はこれらの質問への回答を使って、回答者の接種意向の水準を把握した。
例えば、無料で接種すると回答した人が、8,000 円以下の金額を支払うときに接種して、
10,000 円以上の金額を支払うときに接種しないと回答したならば、その人の支払意思額は
8,000 円と 10,000 円の間にあるということになる。我々は、分岐点の前後の金額の中点を
支払意思額と定義し、よって、その人の支払意思額は 9,000 円となる。これは、9,000 円支
払ってでもこのワクチンを接種したいということを意味する。一方で、無料でも接種しない
と回答した人が、15,000 円以下の金額を貰える場合でもまだ接種しないが、20,000 円以上
の金額を貰える場合には接種すると回答したならば、その人の支払意思額は両者の中点の-
17,500 円ということになる。これは、17,500 円貰わないとこのワクチンを接種したいと思
わないことを意味する。 
 

 
図 3 Multiple Price List形式の質問（左が支払いフレーム，右が受取りフレーム） 

 
 上記の提供情報と質問構成は、現実の日本の接種計画に基づいている。首相官邸及び厚生
労働省（共に 2021）によれば、市区町村が、当該市区町村に居住するワクチン接種の対象
者に対してクーポン券を発行して、送付する。対象者はクーポン券を持参して医療機関等の
接種会場を訪問し、ワクチンを接種する。医療機関等は回収したクーポン券を使用して、市
区町村に接種費用を請求する。ここで、対象者が自己負担する費用は 0 円である。支払意思
額を測定するための質問で、最初に無料で接種するかどうかを抜き出して尋ねるのは、現実
でも人々が自己負担する必要は 0 円だからであり、無料で接種するかどうかが重要な参照
点となるからである。 
 次に、現時点で、ワクチンの主な効果は発症予防であると説明されている。つまり、新型
コロナウイルス感染症の感染リスクを引き下げるのではなく、感染した場合の発症とその
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先の重症化を予防するものとされている。その説明を踏まえて、第一に発症予防ワクチンに
対する支払意思額を把握できるように本調査を設計した。一方で、将来的に感染予防効果が
確認され、その説明も追記されたときに支払意思額がどのように変化するのか、を確認する
ための質問も加えた。副反応については、アナフィキラシー等の重篤な副反応の発現頻度が
低い（米国で 100 万人中５人程度）ことを踏まえて、先述の通り「現時点で、重篤な副反応
の報告はありません」と説明した。但し、接種部位の痛みや腫れ、発熱等の発現頻度は相対
的に高い。それらの重篤性の低い副反応に関する情報が提供されたときには、ワクチンに対
する回答者の支払意思額は下落する可能性がある。本調査では、回答者の主観的な副反応の
発現確率を別質問で把握している。その質問の回答を使用して、副反応の発現確率を大きく
評価している回答者に限定した分析を行うことで、副反応と支払意思額の関係を検証する。 
 最後に、追加メッセージについて説明する。我々は Between-subject デザインを使って、
追加メッセージが支払意思額に与える効果を測定する。メッセージは二種類あり、一つ目は
ワクチン接種の利己的な便益を強調したもので、二つ目は利他的な便益を強調したもので
ある。具体的な表現は、以下の通りである。 
 
利己的な便益： 
発症予防効果「ワクチン接種は、あなたを発症や重症化から守ります。」 
感染予防効果「ワクチン接種は、あなたを感染から守ります。」 
 
利他的な便益： 
発症予防効果「ワクチン接種は、病床数に余裕をもたらし、人の命を救うことにつながりま
す」 
感染予防効果「ワクチン接種は、感染流行を抑制し、多くの人の命を救うことにつながりま
す」 
 
統制群以外の各介入群の回答者には、上記の群別メッセージを追加的に提示して、これまで
に説明したように、複数の状況における支払意思額質問に回答することを求めた。 
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3. 分析結果 
3.1. 高齢回答者（65-74歳）の支払意思額の分布の特徴 
3.1.1. 若年回答者との比較 
発症予防ワクチンに対する高齢回答者（統制群の N=2,221）の支払意思額の平均値は、

「感染状況」と「接種の進捗状況」で条件を付けないベースラインのケースで、2,025.7 円
であった。これは、上記の金額を支払ってでもこのワクチンを接種する、と平均的に回答者
は考えているということである。さらに、高齢回答者の 76.5%（10 人中 7～8人）は、この
ワクチンが無料提供されれば接種すると回答した。 
同じ状況における若年回答者（25-34 歳，統制群の N=1,686）の支払意思額の平均値は、

-1,646.5 円であった。上記の金額を貰えるならこのワクチンを接種する、と平均的に回答者
は考えている。高齢回答者と若年回答者の支払意思額の差は 3,600円以上あり、世帯収入の
分布の違いを制御した上でも統計的に有意であった。一方で、若年回答者の 65.1%（10 人
中 6～7人）もまた、このワクチンが無料提供されれば接種すると回答した。 
図 4 は、ヒストグラムを使って、発症予防ワクチンに対する支払意思額の分布を描いた

ものである。白色のバーが高齢回答者のもの、青色のバーが若年回答者のものである。縦軸
は割合を表している。 
 この図によると、高齢回答者のヒストグラムは若年回答者のものに比べ、全体的にプラス
の方向に偏っていることが分かる。特に最も高い支払意思額を持つ高齢回答者、具体的には
30,000 円より高額を支払ってでもこのワクチンを接種したいと希望する高齢回答者は 1 割
以上存在し、これは若年回答者の 2 倍の水準である。一方で、30,000 円より高額のお金を
貰ってもこのワクチンを接種しないと回答する者の割合は、両者共に約 15%である。 
全体的には 0 円以上の支払意思額を持つ者が大部分を占める中で、30,000 円の金額を貰

ってもワクチンを接種しないという人の回答が平均値を引き下げている。具体的には、若年
回答者の支払意思額の平均値は-1,646.5 円だが、0 円以上の支払意思額を持つ者が 10 人中
6～7 人を占めている。 
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図 4 高齢回答者と若年回答者の比較 
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3.1.2. 重篤な副反応の発現確率を大きく評価する高齢回答者との比較 
発症予防ワクチンの副反応をあまり心配していない高齢回答者と心配している高齢回答

者に分けて、支払意思額の分布を比較検証する。ワクチンに関する説明文では「現時点で、
重篤な副反応の報告はありません」と記述されているが、それでも副反応を心配する回答者
は多いと考えられるだろう。具体的には、「もしもこれから、あなたが新型コロナウイルス
感染症のワクチンを接種した場合、あなたに副反応が生じて、重篤な後遺症が残る可能性は
どのくらいあると思いますか？」という質問に対して、0%を「絶対に重篤な副反応は生じ
ない」、100%を「必ず重篤な副反応が生じる」として回答を求め、およそ下位 50%（主観
的な発現確率が 10%未満の回答者）・上位 50%（その確率が 10%以上の回答者）に分けた。 
図 5 は、ヒストグラムを使って、発症予防ワクチンに対する支払意思額の分布を描いた

ものである。白色のバーが副反応をあまり心配していない高齢回答者のもの、赤色のバーが
心配している高齢回答者のものである。 
 副反応をあまり心配していない高齢回答者（統制群，N=1,080）の支払意思額の平均値は
4679.6 円で、心配している高齢回答者（N=1,141）の平均値は-486.4 円であり、両者の差
は 5,000円以上もあった。このように、副反応の心配は支払意思額の水準に大きな影響を与
えていることが分かる。図 5 より、特に副反応を心配する高齢回答者では、30,000 円より
高額のお金を貰っても接種しないと回答する者の割合が 20%に迫っている。一方で、その
ように重篤な副反応の発現確率を高く評価している高齢回答者でも、70.1%（10人中 7 人）
はワクチンが無料提供されれば接種すると回答した。 
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図 5 主観的な副反応の発現確率に基づく比較 
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3.1.3. 感染予防効果が期待できるワクチンに対する支払意思額との比較 
発症予防効果だけでなく感染予防効果も期待できるワクチンに対する高齢回答者の支払

意思額は、ベースラインのケースでは、3,704.1 円であった。これは、発症予防ワクチンに
対する支払意思額の平均値（2,025.7円）よりも 1,700 円程度高い水準である。 
図 6 は、ヒストグラムを使って、高齢層の発症予防ワクチンに対する支払意思額の分布

（白色）と感染予防効果も期待できるワクチンに対する支払意思額の分布（橙色）を描いた
ものである。この図によると、感染予防効果の可能性が加わることで、支払意思額の分布が
全体的にプラスの方向に動いていることが分かる。 
 

 

図 6 発症予防ワクチンと感染予防ワクチンの比較 
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3.2. 高齢回答者（65-74歳）の支払意思額の状況依存性 
 本節では、発症予防ワクチンに対する高齢回答者の支払意思額が、「感染状況」と「接種
の進捗状況」の観点において、どのように状況依存的なのかを検証する。表 1は、変数名と
条件付けの対応関係を示している。 
 図 7（左）によると、発症予防ワクチンに対する高齢回答者の支払意思額は新規感染者の
減少段階（dec_10p, dec_50p）で低く、増加段階（inc_10p, inc_50p）ではそれよりも高く
なった。また、支払意思額は、接種の進捗状況が初期（dec_10p, inc_10p）より中期（dec_50p, 
inc_50p）で高くなった。つまり、高齢回答者の接種意向は感染状況が深刻な段階や同年代
の接種が進んだ段階で強まることが分かる。特に、新規感染者数は減少段階かつ接種の進捗
状況は初期（dec_10p）の支払意思額が最も低く、その値は-390.1円で、ベースライン（2,025.7
円）よりも約 2,420 円低かった。また、新規感染者数は増加段階かつ接種の進捗状況は中期
（inc_50p）の支払意思額が最も高く、その値は 4,002.3.0 円で、ベースライン（2,025.7円）
よりも約 1,980 円高かった。以上のように、高齢回答者の支払意思額は「感染状況」「接種
の進捗状況」の両方に大きく依存することが分かった。 
 図 7（右）によると、無料接種者の割合もまた支払意思額と同じように状況依存的である
が、一方でその割合はどの状況でも 71.1%～80.9%の値を取っており、無料提供されるとき
には接種すると回答する高齢者が多数派である。 
 ベースライン（base）の状況から新規感染者数が減少段階かつ接種の進捗状況が初期
（dec_10p）に変化したときの、支払意思額で表される接種意向の強さの変化と、無料提供
時に接種するか・しないかの二値判断の変化は異なる。具体的には、上記の場合に発症予防
ワクチンに対する支払意思額が低下する高齢回答者の数は 552 名で、全体（統制群の高齢
層 2,221 名）の 24.9%であった。一方で、ワクチンが無料提供されるときに base では接種
すると回答して、dec_10p では接種しないと回答した高齢者の数は 178 名で、これは全体
の 8.0%であった。つまり、高齢回答者の多くは、どのような状況でも接種“する”意向自体
は持っているが、その接種意向の強さは状況に応じて変化するということである。 
 図の掲載は省略するが、若年回答者（25-34 歳）の支払意思額や無料接種の意向も同様の
傾向を持つ。例えば、新規感染者数は減少段階かつ接種の進捗状況は初期（dec_10p）の支
払意思額は、ベースライン（base）の-1,646.5 円から約 1,600 円低下し、-3,294.2 円になる。
このように、若年回答者の支払意思額もまた「感染状況」「接種の進捗状況」に依存するが、
どの状況でも 59.6%～70.4%（10人中 6～7人）は無料提供されるときには接種すると回答
していることも分かった。 
 以上から、支払意思額の平均値の状況依存性は、主に、元々接種する意向を持っていない
人の中での支払意思額の変化によってもたらされていると解釈できる。 
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表 1 変数対応表 

 
 

 
図 7 高齢者の接種意向の状況依存性 

 
  

変数名 減少 増加 10人中1人 10人中5人

base

dec_10p ○ ○

dec_50p ○ ○

inc_10p ○ ○

inc_50p ○ ○

新規感染状況 接種状況
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3.3. 強い接種意向を持つ高齢回答者の特徴 
 本節では、回帰分析を使用して、発症予防ワクチンを率先して接種しやすい高齢回答者の
特徴を明らかにする。ここで、新規感染者数は減少段階かつ接種の進捗状況は初期（dec_10p）
の支払意思額を被説明変数に設定する。前節より、上記の状況でワクチンに対する支払意思
額が大きく下落することが分かった。一方で、現実には 2021 年 4月以降に一般の高齢者向
けの接種が開始される予定であり、その時期の新規感染者数は、2021 年 1-2 月頃に比べて
落ち着いている可能性が高い。政策的には、そのような小康期で、かつ接種が始まって間も
ない時期に率先して接種しやすい高齢者の特徴を把握して、彼ら・彼女らの接種意向を減退
させずに行動までつなげて、接種件数を積み上げていくことが重要である。 
 表 2 より、まず男性や既婚の高齢回答者が、上記の状況でも発症予防ワクチンに対して
高い支払意思額を持ちやすいことが分かった。支払能力の高い回答者ほど支払意思額は高
くなりやすいことを考慮するため、世帯年収に関する情報は制御変数として使用している。 
次に、飲食店や交通機関の利用等、他者や社会との接触を普段から心がけて回避している

高齢回答者ほど支払意思額は低くなることが分かった。この結果は、支払意思額の低い高齢
回答者の外出ニーズが低いことを反映していると考えられる。一方で、普段から感染予防を
心がけている高齢回答者ほど支払意思額が高くなる可能性が示唆された。つまり、普段から
感染予防を心がけている一方で他者や社会との接触機会は多い高齢回答者の支払意思額が
高い、ということである。 
また、新型コロナウイルス感染症の主観的な感染確率や、感染した場合の重症化確率を高

く認識している高齢回答者の支払意思額が高くなり、ワクチンを接種した場合に重篤な副
反応が発現する確率を高く認識している人の支払意思額が低くなることが分かった。これ
らの結果は、直感的に理解しやすい。 
最後に、政府のことを信頼している高齢回答者ほど、ワクチンに対して高い支払意思額を

持ちやすいことが分かった。テレビを信頼している人の支払意思額もまた高くなる可能性
も示唆されている。 
表 2 の分析には最小二乗法を使用したが、支払意思額の上限がプラス 3 万円で、下限が

マイナス３万円という打ち切りがあり、最小二乗法で推定される係数にはゼロ方向のバイ
アスが発生する。そこで、両端の打ち切りによるバイアスを考慮した Type 2 トービット・
モデルによる推定も行ったが、結果の傾向は変わらなかった。 
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表 2 回帰分析：強い接種意向を持つ高齢回答者の特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

N=2,221 (1) (2) (3) (4)
説明変数：
年齢 85.24 104.33 112.30 110.92

(141.73) (145.11) (144.17) (146.54)
男性ダミー 2,890.14*** 3,231.25*** 2,740.94*** 3,018.32***
（ベース：女性ダミー） (861.89) (853.95) (821.44) (830.79)
教育年数 -13.04 -72.89 -183.55 -58.93

(202.23) (204.17) (198.45) (203.70)
未婚ダミー -3,869.08** -3,712.66** -3,724.39** -3,740.87***
（ベース：既婚ダミー） (1,616.55) (1,594.65) (1,391.71) (1,371.16)
離別・死別ダミー 463.32 258.22 68.65 110.37

(1,222.95) (1,201.21) (1,092.07) (1,109.37)
同居家族の人数 -101.46 -111.45 -199.80 -289.84

(345.13) (352.88) (312.21) (322.52)
世帯年収 8.59*** 8.06*** 7.37*** 7.13***

(1.17) (1.18) (1.21) (1.25)
世帯年収情報無し -2,049.27* -1,856.91 -1,504.30 -1,054.66

(1,140.15) (1,111.57) (1,229.61) (1,279.75)

普段の感染予防水準：高い 1,533.62* 1,443.50* 1,407.78*
(797.87) (758.68) (758.26)

普段の接触回避水準：高い -2,137.72** -2,311.97** -2,379.85**
(966.77) (969.33) (923.78)

主観的な感染確率（あなたが新型コロナウイルス感染症に感染する可能性） 126.20*** 126.61***
(21.67) (21.55)

主観的な重症化確率（感染した場合、あなたが重症化して重篤な後遺症が残る可能性） 82.49*** 78.84***
(14.53) (15.01)

主観的な副反応発症確率（接種した場合、あなたに副反応が生じて重篤な後遺症が残る可能性） -244.44*** -229.55***
(18.32) (17.89)

テレビへの信頼 885.15*
(475.62)

政府への信頼 1,419.78***
(478.13)

医療機関への信頼 807.30
(508.77)

定数項 -11,038.74 -11,031.76 -10,962.54 -22,411.69**
(9,666.03) (9,794.51) (9,721.76) (9,532.30)

自由度調整済み決定係数 0.023 0.026 0.114 0.124
Note: Cluster robust standard errors in parentheses, *** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

被説明変数：発症予防ワクチンに対する支払意思額（新規感染者数は減少段階でかつ接種状況は初期，dec_10p）
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3.4. 追加メッセージの効果 
 本節では、追加的なメッセージが支払意思額に及ぼす効果を検証する。本調査研究では、
ランダム化比較試験の形式で、発症予防ワクチンの説明画面において、ワクチン接種の利己
的な便益を強調するメッセージや利他的な便益を強調するメッセージを追加的に提供した。
前者のメッセージは「ワクチン接種は、あなたを発症や重症化から守ります」であり、後者
のメッセージは「あなたのワクチン接種は、病床数に余裕をもたらし、人の命を救うことに
つながります」である。 
 図 8 の内、左図は統制群（N=2,221 の高齢回答者）、中央図は利己メッセージの群
（N=1,112）、右図は利他メッセージの群（N=1,124）の支払意思額のグラフである。上図
は支払意思額、下図は無料接種者のグラフである。結果として、メッセージを追加しても、
高齢回答者の支払意思額の水準やその状況依存性に変化はないことが分かった。どの状況
でも 7～8割の高齢回答者が無料提供されるワクチンを接種すると回答していることから分
かるように、既に高い接種意向を持つ人にワクチンの利己的な便益や利他的な便益を強調
するメッセージを追加的に提供しても、意向をさらに強める効果は無いということかもし
れない。図の掲載は省略するが、若年回答者（25-34 歳）の支払意思額や無料接種の意向に
対しても、追加メッセージの効果は観察されなかった。 
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＜上図：支払意思額（円）＞ 

 
 

＜下図：無料提供者（割合）＞ 

 
図 8 追加メッセージの効果 
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4. まとめと政策的含意 
4.1. 分析結果のまとめと考察 
本稿の分析結果より、大きく４つの発見が得られた。第一に、高齢者の接種意向は「感染

状況」と「接種の進捗状況」に依存して変化する可能性が高いことが分かった。この調査の
高齢回答者の支払意思額は、新規感染者数が減少傾向にあって感染状況が落ち着いている
ときに、ベースラインに比べて下落した。また、接種の進捗状況が初期で、接種者は同年代
の 10 人中 1 人のみという段階でも下落した。逆に新規感染者数が増加したり接種者の割合
が高まったりする局面では、支払意思額は上昇した。 
第二に、発症予防ワクチンの内容に関する客観的な説明に加えて、ワクチン接種の利己的

な便益や利他的な便益をシンプルに強調するメッセージを提供したときに、高齢者の接種
意向をより強化する可能性を支持する結果は観察されなかった。 
第三に、高齢者の支払意思額は状況に依存して変化するものの、彼ら・彼女らの大部分は

発症予防ワクチンを接種する意向を既に持っている可能性が高いことが分かった。ベース
ラインでは、高齢回答者の 76.5%はこのワクチンが無料提供されれば接種すると回答した。
「感染状況」と「接種の進捗状況」で条件付けられた、いずれの状況でも、ワクチンが無料
提供されるときに接種すると回答する高齢回答者の割合は 71.1%～80.9%の値を取ること
も分かった。接種意向の強さは状況に応じて変化するものの、どの状況でも接種“する”意向
自体は持っている高齢者が多数派である可能性がある。 
勿論これらの支払意思額の水準や無料接種の意向は、「感染状況」と「接種の進捗状況」

以外の要因にも影響を受けるはずである。例えば、副反応の内容や発現の頻度、その説明や
報道の方法によって下落する可能性がある。本調査のワクチンの説明画面では、アナフィキ
ラシー等のアレルギー反応の発現頻度が低いことを踏まえて、「現時点で、重篤な副反応の
報告はありません。」という説明を付記した。但し、接種部位の痛みや腫れ、発熱等の発現
頻度は相対的に高い。重篤でない副反応を指摘する報道は日々増えており、それらの報道が
高齢者の接種意向を引き下げる可能性がある。一方で、本調査の高齢回答者の内、重篤な副
反応の発現確率を大きく評価している者に限定した場合でも、70.1%が無料提供されるワク
チンを接種すると回答していた。副反応を心配する高齢者でも、基本的には接種する意向を
持っている人が多数派である可能性がある。 
第四に、接種意向の強い高齢者は、男性・既婚者・普段の感染予防の水準は高いが、接触

回避の水準は低い・主観的な感染確率や重症化確率は高く、重篤な副反応の発現確率は低
い・政府やテレビを信頼している、という特徴を持っている可能性が示された。 
 
4.2. 政策的含意 
一つ目の発見の政策的含意は、ワクチン接種意向の強さが、新規感染者数が減少している

状況やワクチン接種者が少ない状況では低下することへの対応である。日本で一般高齢者
向けのワクチン接種が開始される時期には、人々の接種意向が相対的に低下している可能
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性があることを意味している。2021 年 1 月に緊急事態宣言が発出されて以降、日本国内の
新規感染者数は減少してきた。また、接種開始直後は、当然であるが接種者の数は少ない。
本調査の分析結果は、ワクチンに対する支払意思額が、そのような状況で最も低くなること
を示した。その状況でも、ワクチンが無料提供されたときには接種する意向を持つ者の割合
は一定程度高いままであるが、接種の積極性自体は落ち込んでいる可能性がある。 
二つ目の発見の政策的含意は、ワクチン接種の利己的な便益や利他的な便益を強調する

メッセージと異なるメッセージを探究する必要性である。本調査の分析結果と近年の国内
外の研究結果を踏まえれば、別のメッセージの候補が出てくる 3。例えば、23 ヶ国で実施さ
れた研究では、接種する意向を持つ人が多数派であることを知らせるメッセージに回答者
の接種意向を強める効果があったと報告されている（Moehring et al., 2021）。本調査の分析
からも、同年代の接種者割合が高まることで、回答者の接種意向が強まることが分かった。
よって、「多くの人がワクチンを接種すると回答している」ことを伝えるメッセージの活用
を検討する価値はある。また、日本の災害避難のコンテクストでは、自分自身の避難行動が
他者の避難行動を促進する可能性があることを知らせるメッセージに、人々の避難意向を
強める効果があったと報告されている（大竹他 2020）。上述のように、本調査の分析結果も、
自分の接種行動が他者の接種を促進する可能性を支持するものである。よって、「あなたの
ワクチン接種が他の人のワクチン接種を後押しする」ことを伝えるメッセージの活用を検
討する価値もある。但し、これらのメッセージが自発的な接種を促進しうるものなのかどう
かは、事前に検証される必要がある。一方で、海外の行動経済学者は、著名人等が接種済み
であることを積極的に公表しながら、接種のムーブメントを丁寧に作っていくことが重要
であると強調している（Milkman, 2020; Volpp et al., 2021）。日本でも、接種件数の積上げ
と増加の傾向を強調していくことが効果的だと考えられる。 
三つ目の発見の政策的含意は、既にワクチン接種する意向を持つ高齢者をワクチン接種

まで円滑につなげるための施策の重要性である。接種する意向を持たない人の接種を促す
という施策ではなく、接種する意向を一定程度持っている人を実行まで導くための施策に
なるので、対象者の自律性を無視したり阻害したりするという意味での倫理的な懸念は少
ないと言える。 
 ここでは、接種の実行を阻害する要因を取り除くことが施策の候補になる。行動経済学の
先行研究は、複雑な予約システムが阻害要因になりうることを示している。Chapman ら
（2017）は、インフルエンザ・ワクチンの接種勧奨において、接種可能な日時を知らせて自
主的な予約を呼びかけるオプト・イン型の方法よりも、接種日時を予め仮決めして指定した

                                                   
3 本文内で言及したもの以外にも、新型コロナウイルス感染症ワクチンの接種計画に貢献するため、どの
ようなメッセージがワクチン接種を促進するかを検証する研究が実施されている。Milkman ら（2021）は、
治療外来の前に「あなたのためにワクチンを確保している」等をテキスト・メッセージで伝えることで、
インフルエンザ・ワクチンの接種率が高まるという結果を大規模フィールド実験で提示して、新型コロナ
ウイルス感染症ワクチンへの展開可能性を議論している。 



21 
 

日時での接種を呼びかけるオプト・アウト型の方法の方がワクチンの接種率を約 10%上昇
させるという結果を報告している。この結果は、自分のスケジュールを確認して予約すると
いう行為が、実は大きな負担となる可能性を示唆している。新型コロナウイルス感染症ワク
チンは、管理の難しさからオプト・イン型の予約制を前提に準備されているが、それ以外の
面においては、予約手続きをできるだけ単純にする必要があるだろう。 
 実行の先延ばしもまた、阻害要因の一つである。行動経済学では、人は一般的に現在バイ
アスを持ち、将来のことを計画するときは理想的な選択の実行を決意するものの、時間が経
つ中で、誘惑に負けてその理想的な選択の実行を先延ばししやすいことが知られている（池
田，2012; Laibson, 1997）。既に接種する意向を持つ高齢者も、現在バイアスが原因で接種
の実行を先延ばしする可能性がある。行動経済学は、この先延ばしを防止して本人の希望す
る選択の実行を後押しするための工夫として、コミットメント手段の活用を提案してきた。
例えば、Milkmanら（2011）は、インフルエンザ・ワクチンの接種勧奨のチラシにおいて、
単純に接種可能な日時を伝達するだけでなく、スケジューリング用に接種を希望する日時
を書き込むためのフォームを設定したことで、接種率が 4%程度上昇したと報告している。
彼女らの研究では、対象者が実際にフォームに書き込むように強制したわけではなく、書き
込んでいるかどうかの確認もしていない。デザインの工夫だけで詳細なスケジュールを組
むように働きかけて、実際にフォームに書き込むか、あるいは、頭の中で具体的なスケジュ
ールを組むように促したことで、一定割合の人々を、事前に希望した選択の実行まで導いた
と推察される。コミットメント手段には、本人が希望しない選択を押し付けるという意味で
の倫理的な懸念は少ないと考えられている。今回の新型コロナウイルス感染症ワクチンの
接種計画においても、このような行動経済学的知見の活用を検討する価値はあるだろう。 
 四つ目の発見の政策的含意は、高齢者の内どのような状況でも接種意向を強く持つ者が、
彼ら・彼女らの属性や行動、主観的な認識で特徴付けられるという結果を施策に反映させる
ことである。例えば、本調査の分析結果からは、普段の感染予防の水準が高く、一方で接触
回避の水準は低い高齢回答者の支払意思額が高いことが分かった。これは、感染予防に配慮
しながらも外出ニーズの高い高齢者が率先して接種しやすい可能性を示唆している。ここ
で、人々が接種後に感染予防の水準を大きく引き下げないように呼びかける必要がある。
Anderssonら（2020）は、ワクチンに期待している個人ほど、社会的距離を取ることを疎か
にしやすいという結果を報告している。ワクチンの効果が十分に得られるまでには、一定程
度の期間を要する。また、今回のワクチンは発症予防効果を持つものであり、感染予防効果
についてはより頑健な研究結果が必要な状況にある。よって、接種した本人が発症したり、
重症化したりするリスクは下がる一方で、無症状感染者として、まだ接種していない他者に
感染させるリスクは残る。よって、引き続き感染予防を心がけるように呼びかけることが重
要である。 
 本調査の分析結果と行動経済学研究に基づく政策的含意の要約は、以下の通りである。 
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 既に一定数の高齢者が接種する意向を持っている可能性があり、彼ら・彼女らの意向を
阻害せずに円滑に接種につなげるための施策が重要である。 

 早期に接種しやすい高齢者は外出ニーズが高い可能性があり、接種後も引き続き、感染
予防の遵守を呼びかけることが重要である。 

 円滑な接種につなげるための施策の候補として、複雑な予約システムの回避や、接種の
先延ばしを防ぐための行動経済学におけるコミットメント手段の活用がある。 

 接種件数の積上げと増加傾向の見える化が重要である。また、多くの人が接種する意向
を持っていることや、自分自身の接種行動に他の人の接種を促す可能性があることを
伝えるメッセージの活用を検討する価値がある。 
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